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Ⅵ 有識者からの意見 

 

○福井大学大学院連合教職開発研究科 教授 中森 一郎 

 

令和の日本型学校教育を推進するにあたり、教職員支援機構（NITS）は子どもの学

びと教師の学びは相似形であり主体的対話的で協働的な学びや個別最適な学びは教師

にも求められているという考え方を示している。また、そうした学びを実現していく

ためには教師の「研修観の転換」を図る必要があり、昨年度まで NITS で実施していた

都道府県の研修担当者を対象にした「研修マネジメント力協働開発プログラム」を今

年度から全国７ブロック（北海道・東北・関東甲信越・東海北陸・近畿・中国四国・

九州）でも開催し、参加者が自らの実践を省察し、互いに語り合い、それらを記録す

ることを通して気づきや学びを得、教師としての資質能力の向上を目指す研修の全国

展開を図っている。 

 それとともに、NITS は県や市町の教育委員会の学びもまた子どもや教師の学びと相

似形であるという考えも示している。すなわち、子どもの学びと教師の学び、そして

教育委員会の学びは相似形であり、教育委員会で勤務する行政職員もまた主体的対話

的で協働的に学んでいく必要があるということである。こうした考えのもと、今年度

から新たに教育長や部長、課長など県や市町の教育行政リーダーを対象にした「教育

行政リーダーダイアログ」を全国７ブロックで開催し、教育委員会の「研修観の転

換」を図ることとしている。 

 私自身も県教育委員会での勤務経験があり、教育委員会組織について多少は理解し

ている。行政一般に見られがちな縦割りによる業務の硬直化や他部局との連携の弱

さ、前例踏襲、上意下達、各担当者が個業（孤業）になりがちな組織体制のあり方な

ど改善が必要な課題は多い。 

 折しも先日、令和６年８月に敦賀市役所職員の方がお亡くなりになった件について

第三者委員会の報告が出され、上司によるパワハラや長時間勤務による精神的な負荷

がその原因として指摘されたという報道があった。このような痛ましい出来事が二度

と起きないよう市役所全体で再発防止策を講じていくことが求められている。教育委

員会も例外ではない。 

 こうした点も踏まえ、各課においては業務が適切に遂行されているかどうかについ

て自己点検を行うとともに、職員一人一人の業務量や業務の進め方、管理職のマネジ

メントが適切であるかどうか等についても点検を行なっていく必要がある。その際に

各職員が業務を遂行していく上で主体的対話的で協働的に取り組めているかというこ

とを観点の一つとして点検していくことを要望したい。このことは職員の働き方改革

や Well-Being の実現にもつながる重要なことであると考えている。 
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 こうした国の方向性や敦賀市の現状をもとに報告書に目を通すと各課に共通する課

題が見えてくる。 

 １点目は前年度の報告書で示された課題への対応が十分ではない課があることであ

る。 

具体的には、今年度の課題についての記載内容が前年度とほぼ同じであり、課題解

決のためにどのような取り組みをしてきたのかが読み取れないといったことがある。

詳しく話を聞いていく中で課題解決に向けてさまざまな取り組みを行っていることを

理解できたことが何度かあった。要は記載方法が問題なのである。書式や字数等の制

約もあるが、課題解決のために新たに取り組んだことやその成果については小さなこ

とであっても具体的に記述していくことが各課、各担当者の取り組みを「見える化」

し、市民の理解を得ることにつながる。 

 ２点目は、データの取り扱いについてである。多くの課がデータに基づく経年比較

を行なっているが、データの推移についての考察が十分ではない課が多い。１点目に

も通じることであるが、なぜそのように推移したのか、その背景にどのような原因や

それに対する対応があったのか等について具体的な記述をもとにデータを示すことを

求めたい。 

 ３点目は部局間連携の推進である。例えば部活動の地域移行に関しては、学校教育

課や生涯学習課、文化振興課、スポーツ振興課等の連携が欠かせないがその連携が進

んでいるようには見えない。この先児童生徒数が減少し高齢者が増加していく中で、

従来の枠組みにとらわれるのではなく部局間で連携を図りながら部活動の地域移行や

社会教育、文化芸術活動や生涯スポーツ等への市民参加をどのように図っていくかと

いったことについて施策を企画・立案していく必要がある。 

 ４点目はいじめ対策に象徴される教育委員会主体の取り組みの見直しである。令和

６年 11 月の敦賀市重大事態調査委員会の調査報告書を受けての市教委の対応は教員へ

の周知や研修が主なもので児童会や生徒会など児童生徒による主体的な取り組みを推

進していくという視点が弱い。当事者である児童生徒が自分ごととしていじめ問題に

向き合う機会がなければ「いじめはどんな理由があってもいけないと思う子どもたち

の割合が 100％に到達していない。他者の立場に立って考える共感力や、『もし自分が

いじめに遭ったとしたら』という視点で考える想像力等が不十分であった」という課

題の解決は難しいのではないだろうか。令和の日本型学校教育が目指す「生徒が主

語」の学校づくりを進めていくためにも、いじめ対策も含めて校則や学校行事、授業

づくりなどさまざまな学校教育活動において、子どもたちの主体的な参画を積極的に

進めていくとともに保護者や地域住民に参画を呼びかけるなど「開かれた学校づく

り」を進めていただきたい。 
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教育振興基本計画４年目の自己点検ということで、各課とも概ね当初目標の達成が

見込まれるところでありその点は評価できるが、社会が急激に変化しつつある中で当

初目標の達成如何だけで教育委員会の取り組みを評価することはかえって組織の硬直

化や不活性化につながる恐れがある。教育を取り巻く環境の変化に対して常に情報を

収集し、これからの敦賀市の教育を展望しながら柔軟に施策を実施していくことで目

標の達成を目指していくことが求められている。 
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○福井県立大学地域連携センター 教授 黒田 祐二 

 

教育委員会の自己点検・評価の目的は，効果的な教育行政の推進を図ることと，地域

住民への説明責任を果たすことである（文部科学省「地方教育行政の組織及び運営に関

する法律の一部を改正する法律について（通知）」）。これらの目的を踏まえつつ以下で意

見を述べる。 

 

全体に関する意見 

 

１．効果的な教育行政の推進に関係すること 

①敦賀市教育振興基本計画に基づいた施策の実施状況 

全体として計画に沿った取組が進められているものと評価される。 

②PDCA サイクルの機能性 

調書の様式は PDCA サイクルを意識した構造となっており，各事業に対する評価も

A・B・C段階で記載できる形式になっている。これらは取組の点検と改善を促すものに

なっており，高く評価できる。 

記述内容の面では，特に生涯学習課や文化振興課において計画的で効果的な取組が

実施されており，PDCA のサイクルが機能している様子を確認できる。ただし，一部の

課においては課題の記載が少ない場合や，記載された課題と今後の方向性との対応が

弱いと感じられる箇所も見受けられ，改善の余地がある。 

③継続性と発展性 

事業毎の調書には，単年度の目標にとどまらず，中長期的な視点に立った目標の設

定が見られる。教育施策の実現が継続的な取組の中でなされるものであることを確認

できる形になっており，高く評価できる。 

④計画目標と実績 

各課の調書の冒頭には，基本施策に関する目標と実績が記載されており，調書の様

式として非常にわかりやすい。 

他方，実績をみると未達のものが多い。現行の計画が残り１年となる中，今後はよ

り一層，課題の分析と解決が求められる。 

⑤効果検証 

調書における効果検証は，アウトプット（研修会や会議などの開催頻度，教室への

参加者数などの活動状況）に重点が置かれており，アウトカム（ターゲットになって

いる児童生徒や市民の意識や行動の変容など，実質的な効果を判断できる指標）の記

述が相対的に少ない。真の成果を把握するためにも，今後はアウトカム評価の視点を

取り入れることが望まれる。 
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２．地域住民への説明責任に関係すること 

①内容の明確性 

調書は構造化されており，基本施策ごとに PDCA サイクルに沿って説明がなされてい

る。 

②わかりやすさ 

平易な言葉遣いが意識されており，市民にもわかりやすい表現となっていると考え

られる。他方，他の自治体では図表を活用して視認性を高めている例もある。本市に

おいても視覚的に理解しやすい工夫をすることでさらなる改善につながるものと考え

られる。 

③具体性 

前回の調書と比較して，各施策において具体的な活動内容や取組状況が記載されて

いる箇所が多く見られた。他方，一部の箇所では抽象的な記述にとどまり，具体性に

欠けるところもあった。 

④説得性 

取組の実績を数値で示すことで説得力が高まっている箇所が多くある。特に、前年

度実績との比較を行っている記述が増えており，取組の効果や進捗の度合いを把握し

やすい内容となっている。 

 

３．いじめ重大事態について 

令和６年 11 月 11 日に提出された調査委員会報告書を踏まえ，市全体で実効性のあ

るいじめ対応・対策を一層推進していただきたい。特に，報告書が指摘する教職員一

人ひとりのいじめに対する理解不足を解消し，すべての教員がいじめ問題を適切に理

解し，的確に対応できるよう，教育委員会としての積極的な支援および取組を強くお

願いする。 

 

４．今後の自己点検・評価について 

自己点検・評価においては「どのような取組を行ったか」（アウトプット）のみなら

ず，「その効果がどうであったか」（アウトカム）を検討する必要がある。例えば，「ど

のような研修会や会議を何回行ったか」だけでなく，「その結果，教師や児童生徒の意

識や行動に期待される変化や望ましい変化がどのくらい見られたか」を点検・評価す

ることが重要になる。 

学校教育課で説明すると，研修会や会議の開催は，基本施策を実現するために大切

なステップではあるが，施策が目指しているのはその先にある「児童生徒の変容」で

ある。例えば，基本施策３「社会のグローバル化に対応できる外国語教育の推進」の

最終目的は，外国語教育の推進それ自体ではなく，それによって児童生徒がグローバ

ル化に対応できる英語の能力や技能を身につけることである。「研修会・会議の開催→
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教師の指導法の変化→児童生徒の変容」という因果関係を想定すると，最後の児童生

徒の変容を確認することが重要であり，基本施策を真に実現できたかどうかを評価す

るためには，この確認が欠かせない。 

このように，アウトプットではなくアウトカムを点検・評価するということは，各

基本施策が最終的に目指していることを達成できているかどうかを点検・評価するこ

とであり，この点検・評価は「効果的な教育行政を推進する」ために欠かせないもの

である。 

 

５．次期教育振興基本計画における基本施策の点検・評価について 

様式１の「計画目標」は「基本施策」を反映したものであり，「実績」は「基本施策

の達成状況」を表したものであると理解できる。例えば，学校教育課における「学校

と地域が連携し，ふるさとに興味をもつ子どもを増加させます」という計画目標は，

基本施策２「自ら考え，行動する力を身につける教育の推進」を反映した目標であり，

実績である「地域行事に参加している子どもたちの割合」はこの基本施策の達成状況

を示していると考えられる。 

これについて，令和８年度以降の様式を作成する際には，「計画目標が基本施策と十

分に関連しているか」および「実績が基本施策の達成状況を適切に表しているか」を

検討することが望ましい。基本施策２「自ら考え，行動する力を身につける教育の推

進」を例にすると，「学校と地域が連携し，ふるさとに興味をもつ子どもを増加させま

す」という計画目標は，この基本施策との直接的な関連がやや弱いと考えられる。そ

して，「自ら考え，行動する力を身につける教育の推進」の達成状況を「地域行事に参

加している子どもたちの割合」で評価する妥当性について，疑問が残る。 

ふるさとに興味をもつ子どもや地域行事に参加する子どもを増やすことはもちろん

重要であるが，基本施策２の趣旨の中では必ずしも中心的に位置づけられにくい。そ

れよりも，より直接的に「一人ひとりが自ら考え，行動する」といった計画目標を設

定し，その達成状況を点検するために，「子どもたちの学習場面や日常場面での主体的・

自発的な思考・行動」を調査し，その結果を実績として示すことが考えられる。 

これは一例であるが，全体的に，基本施策と計画目標およびその実績との関連性に

ついて更なる精査が求められる。 

加えて，様式１に基本施策と関連する計画目標や実績が記載されていない箇所も見

られた。例えば，学校教育課の様式１では，基本施策１・３・４・７・８に関連する

計画目標と実績が抜けている。基本施策を実現できているかどうかの点検・評価は不

可欠であり，そのための目標設定や実績の記載を充実させることが望まれる。 
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各課に関する意見 

 

１．学校教育課 

全体を通して敦賀市教育振興基本計画に沿った取組が行われているものと評価され

る。以下で詳しく述べるが，今後はできるだけアウトプット（研修会や会議の実施状況）

だけでなくアウトカム（教師の変化，そして，その先にある児童生徒の変容）も検討し，

実質的な効果を点検・評価していただけるとよいであろう。また，未達の計画目標があ

るため，現状分析と課題の特定を行い，目標到達の道筋を明確にしていただきたい。 

基本施策１ 学びの芽生えを育む幼児教育の推進 

・幼保小の接続を進めるために，教員，子ども，保護者を対象とした多角的な取組が

なされている。これらは高く評価される。 

・学びの連続性を保つための研修も継続的になされており，高く評価される。 

・課題として２点挙げられる。①調書における「課題」と「今後の方向性」との対応

関係が明確でないため，次回以降は改善をお願いしたい。具体的には，「課題を特定

し，その課題を解決するために今後どのように取り組むのか」という流れが明確に

なるよう整理してほしい。②当該施策を着実に進めるためには，解決すべき課題が

複数存在すると考えられるが，現行の調書では課題が１つしか挙げられていない。

現状を分析し，必要に応じて複数の課題を提示することを検討してほしい（課題は

積極的に挙げていただく方が望ましい）。 

基本施策２ 自ら考え，行動する力を身につける教育の推進 

・児童生徒の「個別最適な学び」と「協働的学び」を促すために，ICT 機器を有効活用

した取組がなされている。児童生徒によるアンケートの回答がこの取組の有効性を

支持している。取組そのものも高く評価されるが，アウトカムを検証していること

も高く評価される。 

・学校と家庭・地域が連携しながら行う「親子で学ぶ道徳講座」は非常に有意義な取

組である。講座の前後に行ったアンケートの結果は，講座が意義あるものであった

ことを示している。取組内容のみならずアウトカムを検証した点も大変高く評価さ

れる。 

・教科書改訂に伴ってカリキュラムを改訂し，小中一貫教育の推進を図っている。ま

た，この一貫として，授業動画を市内の全教員が視聴できる体制が整っている。こ

れらは高く評価される。 

・児童生徒のつまずきを解消するために小中を通してのきめ細かな取組がなされてお

り，高く評価される。 

・計画目標に対する実績について，「自他を思いやるあたたかい心をもつ子どもたちの

育成に努めます」は目標値を上回っており，評価される。他方，「学校と地域が連携
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し，ふるさとに興味をもつ子どもたちを増加させます」と「進んで本を読む子ども

たちを増加させます」については未達である。現状の分析と課題，今後の方向性を

明確にする必要がある。 

・今後の方向性として，教育方法等の改善によってアウトカムがどうだったか（子ど

もたちの「自ら考え，行動する力」が育ったかどうか）を検証していただけると，

よりよい点検・評価につながると考える。 

基本施策３ 社会のグローバル化に対応できる外国語教育の推進 

・小学校での英語教育の充実を図りつつ，中学校との接続を図る系統性のある教育を

推進しており，高く評価される。 

・発話や表現の機会の確保など，実践的な英語力を育てる工夫がみられる。「社会 の

グローバル化に対応できる」という施策の主旨に沿った取組であり，高く評価され

る。 

・課題が具体的かつ明確に特定され，今後の方向性も明瞭に示されている。 

・今後の方向性として，教師に対する研修会や会議を何回実施したか（アウトプット）

だけでなく，児童生徒が実際に能力や技能等を身につけたかどうか（アウトカム）

を検証していただけると，より有意義な点検・評価になると考える。 

基本施策４ 個々のニーズに合わせた特別支援教育の推進 

・特別支援教育を推進するための体制整備や専門性向上の取組が進められており，評

価される。 

・個別の指導計画・支援シートをもれなく作成できるように教育委員会が支援してお

り，高く評価される。また，校長会と連携して小学校から中学校への移行支援を行

っている点も高く評価される。さらに，移行支援シートを用いて，幼児・保育園か

ら中学校までの支援が切れ目なく進められるようにしている点も高く評価される。

これらは「個々のニーズに合わせた支援」という本施策の趣旨に沿った有意義な取

組として高く評価される。 

・特別支援コーディネーターを対象とした研修が複数回開催されている。 

・資料の簡素化や支援シートのリニューアルなど，現場の課題に対して柔軟な改善策

が講じられている。 

・今後の方向性として，現状ではアウトプットが中心となっているため，アウトカム

の視点を加えていただくことでより有意義な点検・評価につながると考える。 

基本施策５ 健やかな体の育成を目指した健康・安全教育の推進 

・計画目標「学校歯科医によるキッズブラッシング教室や小学校１・４年生対象の秋

の追加検診を実施して，う歯罹患率を減少させます」が目標値に達している。 

・物価高の中でも地場産食材の使用率向上に努めるなどの工夫がなされている。数値
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をみると，とりわけ県内産の食材使用率が大幅にあがっており，評価される。 

基本施策６ いじめや不登校を予防し，防止する生徒指導体制の推進 

・いじめ重大事態を受け，いじめの対策・防止の方針を制定するとともに，いじめ及

び不登校に対する教職員の理解や組織的対応力を高めるための研修会を実施した。 

・計画目標「いじめは，どんな理由があってもいけないことだと思う子どもたちを増

加させます」について，数値上は未達だが高い率を保っている。 

・いじめと不登校はいずれも児童生徒が抱える深刻な課題であり，教育委員会が中心

となって市全体で継続的かつ計画的に対策や対応を進めていくことが重要である。

これらの課題は，深刻化してから対応していたのでは遅いため，発達支持的生徒指

導，課題未然防止教育，課題早期発見対応という３つの予防的生徒指導（文部科学

省（2022）『生徒指導提要（改訂版）』）を日常的かつ効果的に実施することが求めら

れる。また，教職員によっていじめや不登校に対する認識や支援方法に差が見られ

る可能性があるため，各教職員がこれらの課題を適切に理解できるよう研修等の機

会を計画的に設け，市全体・学校全体で共通認識をもてるようにする必要がある。

さらに，研修等については実施するだけでなくその効果を検証し，改善につなげる

ことが望まれる。 

基本施策７ 児童・生徒数や社会の変化に対応した学校の整備 

・施設の改修や整備を計画的に行っている。 

・ネットワーク環境の問題に対して対応がなされている。 

基本施策８ 社会の変化に応じた教育活動を行うための教職員の資質及び指導力の向上 

・「敦賀市「知・徳・体」令和プラン」に，近年重要になっている「安心して学べる場

の充実」「探究学習」「情報活用能力の育成」「英語教育の推進」が新たに盛り込まれ

た。また，GIGA スクール構想やタブレット端末活用に関する研修会が行われた。こ

れらは基本施策の実現に資する取組である。 

・変化の激しい現代において本施策は重要であり，その実現のためには毎年度新たな

課題が生じることが想定される。しかし，調書に記載されている課題は 1 つのみで

ある。次回以降は，現状分析を踏まえて課題を特定し，その課題に対応する今後の

方向性を明示していただきたい。 

・本施策における重要な点は「教職員の資質及び指導力の向上」であり，これらが実

際に向上しているかどうかを検証することが不可欠である。アウトプットだけでな

く，アウトカムも測定・評価することを検討していただきたい。 

 

２．生涯学習課 

計画目標は未達であるが，生涯学習を推進するための意義ある取組が数多くなされて
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おり，高く評価される。中高年層だけでなく若年層にも積極的にアプローチしている点

も高く評価される。 

基本施策９ 活力ある地域社会の形成 

・社会教育団体や地域振興組織への支援を通して，地域コミュニティの活性化を図っ

ている。また，課題の把握やその対策も積極的に行っている。これらの点は高く評

価される。 

・学校教育課のデータが示している通り，子どもたちの読書離れが進んでいる。選書

や広報の方法を工夫するだけでは限界があり，別のアプローチを模索することも必

要ではなかろうか。 

基本施策 10 社会的な課題に対応する生涯学習の推進 

・住民の多様なニーズに応える形で講座・教室・啓発活動を展開している。とりわけ

デジタル教育や家庭教育の推進は，「社会的な課題に対応する生涯学習の推進」にか

なった取組であり，高く評価される。 

・インスタグラムを開設することで，若年層も含めた幅広い層に生涯学習への参加を

促している。この点も評価される。 

・現状ではアウトプット（講座や教室の数，参加人数）の記載が中心であるが，アウ

トカム（教室や講座を受けた後の受講者の変化や満足度等）を測定・検証すること

で，より有意義な点検・評価につながると考える。 

基本施策 11 社会教育施設の整備・充実 

基本施策 12 地域等と連携した青少年の健全育成 

・限られた予算の中で社会教育施設の修繕が行われている。 

・地域と連携して放課後子ども教室を開催し，子どもの体験活動や交流を諮っている。

また，社会教育団体への支援や青少年健全育成敦賀市民会議との連携を通して，青

少年の健全育成を図っている。 

・青少年の健全育成に関して，子どもたちが抱える現代的な課題を把握・分析し，そ

れらをテーマにした取組を今後積極的に行ってほしい。 

 

３．文化振興課 

 4 つの計画目標はほぼ達成されている。また，文化の保存・活用のための意義のある

取組が計画的かつ効果的に行われている。 

基本施策 13 文化意識の向上 

・関連団体に補助金を交付することにより文化意識の向上を図っている。 

・文化芸術活動に激励費の支給や表彰を行うことで文化活動の活性化を図っている 

・敦賀とゆかりのある俳句の大会も継続的に行われている。 
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基本施策 14 市民文化の活動拠点の整備・充実 

・鑑賞・参加・育成という３つの事業を行うことで，市民の文化参画を支えている。 

・博物館や山車会館は，新幹線開業という好機を生かして来館者を増やすとともに，

敦賀の歴史と文化を多角的な視点で発信している。 

・客観的なデータや来館者の声（アンケート）を活用して取組の評価を行っている。 

基本施策 15 文化財の保護・支援 

・文化財保護審議会の開催，無形民俗文化財の補助，食文化ストーリー創出事業など，

文化財の保護や支援が適切に行われている。 

基本施策 16 文化財の活用の推進 

・柴田氏庭園の公開・貸室利用，博物館収蔵資料のデジタルアーカイブ化とデータベ

ースの公開など，文化財の活用を推進する取組がなされている。 

・文化財センターの基本構想が策定され，公開された。 

・文化財センターと学校教育との有意義な連携を期待したい。 

 

４．スポーツ振興課 

 全体を通して敦賀市のスポーツの振興や推進につながる取組がなされている。他方，

計画目標が未達であるため，現状と課題を分析して今後の方向性を定めていただきたい。 

基本施策 17 競技レベル向上に向けたスポーツの振興 

・スポーツレベル事業，スポーツ少年団補助事業，スポーツ協会補助事業により，競

技レベルの向上とスポーツの振興を図っている。 

・ジュニア層や指導者の育成支援が全国大会出場者の増加につながった点は評価され

る。 

・他方，課題と今後の方向性の記述が前回とほぼ同一であった。このままでは，前回

の課題が未解決のまま残されていると受け取られる可能性がある。前回の点検・評

価で特定された課題について，どのように取り組んだのか，その経過や成果を記載

していただきたい。また，施策を実現する過程では，毎年度新たな課題が生じるこ

とが想定されるため，毎回同じ課題を繰り返すのではなく，その年度に新たに把握

した課題も記載していただきたい。 

基本施策 18 生きがいと健康づくりとしてのスポーツの振興 

・各種スポーツ教室の開催により生涯スポーツの推進と地域スポーツ振興を図ってい

る。 

・スポーツ教室や出前講座に多数の参加者があったことから，市民の健康増進やスポ

ーツへの関心の向上に一定の成果があったと考えられる。 

・課題に対する今後の方向性がやや抽象的であるため，より具体的な内容を示してい
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ただきたい（例：具体的にどうやって講座内容の充実を図るのか，スポーツ人口の

拡大や体力づくり活動のための環境づくりを具体的にどうやって行うか）。 

基本施策 19 人のつながりを再生するスポーツ交流の推進 

・市民のスポーツ交流を推進する多様なスポーツイベントを継続的に計画・実施する

ことができている。 

・姉妹都市・友好都市とのスポーツ交流の機会を設けていることも，青少年にとって

意義があると考えられる。 

・前回の敦賀マラソン大会の課題を踏まえ，運営上の改善がなされた点も評価される。 

基本施策 20 スポーツ施設の整備 

・限られた予算の中で施設の維持管理や整備がなされている。また，日常的な点検や

関係者との情報共有により不具合発生の未然防止に努めている。 

・施設利用者数は前年比 10%増加であり，顕著な成果である。 
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